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高齢居住者４４％に 避難指示解除…若者戻らず 

 

東京新聞 2018 年 3 月 25 日 朝刊 

 

 東京電力福島第一原発の事故に伴う避難指示が解除された福

島県内の九市町村で、居住者の４４％超が、六十五歳以上の高齢

者であることが、本紙のまとめで分かった。事故前（二〇一〇年）

より１７ポイント高い。事故から七年がたち、若い世代を中心に

避難先で生活基盤を整えた人が多く、高齢者が多く地元に帰って

いることを裏付けた。住民の帰還は、政府の思惑通りには進んで

いない。 （小川慎一） 

 昨年三～四月に、浪江町、富岡町、飯舘村、川俣町（山木屋地

区）で避難指示が解除され、間もなく一年。先行して解除された

地域を含めて、帰還や転入などで実際に九市町村に住んでいる人

は、三月一日時点で一万一千七百十五人。住民登録をしている人

は六万八百二十五人おり、居住率は１９・３％にとどまる。 

 高齢者は五千百九十七人で、高齢化率は４４・４％に上った。事故前の一〇年の高齢化率は、全国平

均が２３％で、九市町村は２７・３％。七年後には全国が４ポイント上がったのに対し、九市町村は１

７ポイントも上がった。 

 解除後の飯舘村には六百十八人が住み、高齢化率は６０・７％。川俣町（山木屋地区）も６１・９％

で、いずれも事故前に比べ３０ポイント以上高くなっている。 

 浪江町と富岡町はいずれも居住率はわずか３％程度で、高齢化率は４０％を超えている。両町は浜通

り地域の商業圏として、事故前はにぎわっていた。特にＪＲ常磐線の浪江駅周辺は飲食店が多かったも

のの、今も壊れた建物が残る。再開した店は数軒しかない。 

 三月初めに、福島県いわき市から浪江町に戻った会社員、坂下弘幸さん（５４）は「七年は長い。自

分は職場が町内だから帰ってきたけど、避難先で就職したり家を買ったりして、自分の子どもたちも含

め、知り合いや近所の二十～四十代で帰ってくる人はいない。昔のような町に戻るわけがない」と話し

た。 

 

◆介護 担い手不足深刻 

 

 東京電力福島第一原発事故での避難指示が解除された福島県の九市

町村で、避難先から戻った人は高齢者が多い。介護が必要な人が増え

ていくことが予想されるが、肝心の介護の担い手が不足している。 

 福島労働局によると、九市町村を含む「相双（そうそう）地区」の

介護職の有効求人倍率は、二〇一七年度（昨年四月～今年一月）の平

均で四・一七倍。福島県全体では三・〇四倍、全国平均では三・六一

倍なので、介護職の不足がより深刻だ。 
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 相双地区では事故前の二〇一〇年度の平均が〇・七七倍で、仕事の方が不足していた。しかし事故後

は毎年三倍以上で推移し、人手不足が続く。労働局の担当者は「介護職は女性が多かったが、避難した

人もあり、働き手がいなくなってしまった」と話す。 

 県によると、避難指示が出た市町村には、特別養護老人ホームなどの介護施設が十三ある。今年三月

一日時点で六施設が休止し、三施設が避難先で運営。地元で再開や新設した四施設は、職員が事故前の

半分以下となり、入所定員を絞っている。そのため介護が必要な三百人以上の高齢者が入所を待ってい

る状態だ。 

 県高齢福祉課の担当者は「地元に戻っている高齢者は元気な人が多いが、月日がたてば介護が必要な

人が増えるため、介護需要は高まる」と予想する。 

 政府は九市町村での介護職不足を補おうと、四月から新たな施策を始める。都市部の事業者が職員派

遣する場合、家賃など生活費を補助したり、介護施設への就職希望者に支給する準備金を三十万円から

五十万円に増やしたりする。ただ、県の担当者は「どの自治体も同じような支援をしている。どれぐら

い人が集まるかは分からない」と話した。 
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帰還９市町村の４４％が高齢者 福島、若い世代戻らず 

 

中日新聞 2018 年 3 月 25 日 朝刊 

 

 

 

 東京電力福島第一原発事故に伴う避難指示が解除された福島県内の九市町村で、居住者のうち六十五

歳以上の高齢者の割合（高齢化率）が４４％を超えることが、本紙のまとめで分かった。事故前の二〇

一〇年より１７ポイント高い。事故から七年がたち、若い世代を中心に避難先で生活基盤を整えた人が

多く、高齢者が多く地元に帰っていることを裏付けた。住民の帰還は、政府の思惑通りには進んでいな

い。 

 九市町村は、田村市、南相馬市、楢葉町、浪江町、川俣町、富岡町、葛尾村、川内村、飯舘村。 

 帰還や転入などで実際に九市町村に住んでいる人は、三月一日時点で一万一千七百十五人。住民登録

をしている人は六万八百二十五人おり、居住率は１９・３％にとどまる。 

 高齢者は五千百九十七人で、高齢化率は４４・４％。事故前は一七年の全国平均と同じ２７・３％で、

高齢化が特に進んでいる地域ではなかった。 

 解除後の飯舘村には六百十八人が住み、高齢化率は６０・７％。川俣町（山木屋地区）も６１・９％

で、いずれも事故前に比べ３０ポイント以上高くなっている。 

 浪江町と富岡町はいずれも居住率はわずか３％程度で、高齢化率は４０％を超えている。両町は浜通

り地域の商業圏として、事故前はにぎわっていた。特にＪＲ常磐線の浪江駅周辺は飲食店が多かったも

のの、今も壊れた建物が残る。再開した店は数軒しかない。 

 今年三月初めに、福島県いわき市から浪江町に戻った会社員坂下弘幸さん（５４）は「七年は長い。

自分は職場が町内だから帰ってきたけど、避難先で就職したり家を買ったりして、知り合いや近所の二
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十～四十代で帰ってくる人はいない。昔のような町に戻るわけがない」と話した。 

 

原発事故 復興作業員、長い帰宅後 避難者の家シェア 

 

毎日新聞 2018 年 3 月 24 日 11 時 18 分(最終更新 3 月 24 日 17 時 09 分) 

 

 東京電力福島第１原発事故の避難指示が解か

れた地域で、避難者らが残した空き家に原発廃炉

や除染などに従事する「復興作業員」が数人で住

み込むケースが目立っている。全国から集まる作

業員のシェアハウスとして、帰還者の少ない解除

区域で増える空き家が有効活用されている格好

だ。 

 雑木林を貫く道沿いにぽつんと明かりがとも

る。第１原発の南約２０キロにあり、廃炉の前線

基地である福島県楢葉町。白い木造平屋建て住宅

から声が漏れた。 

 「米、炊いとくわ」。２月下旬の夕、原発の廃

炉作業員として働く大阪出身のケンイチさん（４

９）＝仮名＝が隣室に住む男性に声を掛け、夕飯

の米２合を研ぎ始めた。自身が誘って原発で一緒に働き始めた九州出身の４０代の同僚作業員だ。 

 二つの和室とバスやトイレ、キッチンがある。県外在住の楢葉出身者が別荘として建てたものだが、

事故後に空き家となり、買い取った不動産会社から勤務先が借りている。 

 毎朝４時に起きて乗り合いのワゴン車で第１原発へ出勤。被ばく線量の関係からなのか、１日の勤務

は５、６時間に制限され、午後２時ごろ帰宅する日々だ。ゆえに帰宅後の一日は長い。大好きな韓流ド

ラマのＤＶＤを見ることが多い。 

 夕食は午後６時。一定の睡眠時間を確保するよう会社に言われており、外食ではなく自炊で済ませる

ことが多い。米が炊けると２人は万年床の部屋の畳にあぐらをかき、丼にスーパーで買ったマグロの刺

し身やとんかつをのせて箸を進めた。 

 「今日の線量、なんぼやったん」「家に電子レンジもほしいなあ」。食後は灰皿を囲んで紫煙をくゆら

せる。その日の仕事の話題が多いが、身の上話もよくする。大阪で生まれ育ったケンイチさんは土木工

事や露天商の仕事をしてきた。 

 ２度の結婚で３人の子どもが生まれたが離婚。２０１１年の東日本大震災の翌年、職を求め東北の復

興工事現場で働き始めた。そこで知り合った元原発作業員に「原発関係は拘束時間が短く給料が高いぞ」

と耳打ちされ、１４年春に福島へ。県沿岸部を縦断する国道６号を初めて通ったとき、車窓から人けの

ないまちが見えた。福島の人たちの苦境を知り涙がこぼれた。 

シェアハウスで過ごす復興作業員の男性たち＝福島県楢葉町

で２０１８年２月２３日、宮武祐希撮影 
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 除染や廃炉の仕事を始めてもう４年になる。

「若い頃に悪さして迷惑かけた親に仕送りもし

たかった」。正月休みもあり１月の月収は普段よ

り少ない手取り４０万円。うち１５万円を大阪の

親に送った。 

 当初は作業員用のプレハブ宿舎や、貸し切りの

古い温泉旅館に寝泊まりした。この冬に今の勤務

先に移ってから、シェアハウスに住むようになっ

た。「入浴後は風呂の窓を開ける」「冷蔵庫に残っ

た食材は共用」。気の合う２人は最低限のルール

だけ決めている。 

 先日、コンビニ店で顔見知りの店員がバレンタ

インチョコをくれた。「福島に来てくれてありが

とう」と言ってくれる人もいる。「微力だけど、

福島のためになりたい」との思いもある。でも、

将来は大阪で飲食店を開く夢があり、いつか帰るつもりという。【待鳥航志】 

 

帰還断念、増える貸家 

 

 東京電力福島第１原発周辺は避難指示が解除された後も、生活基盤が避難先に根付いたり、生活環境

が整っていなかったりして古里に戻ることを諦めた住民が多く、作業員に残してきた家を貸すケースが

増えている。 

 福島県沿岸部は原発廃炉や除染、避難中に傷んだ家屋の解体などに従事する「復興作業員」が多数暮

らしている。楢葉町は居住者約３６００人の約４割、広野町は約８０００人の半数程度を復興作業員が

占める。 

 昨年４月に大半の地域で避難指示が解除された富岡町の居住率は５％弱。ただ、第１原発から約１０

キロという立地から、廃炉作業員が住む貸家が増え、町もその数を把握できていない。県内では一部の

復興作業員が窃盗や傷害事件で逮捕されることもあり、貸家で暮らす作業員を見かけた住民から、町に

問い合わせが入ることもある。 

 「『解体したほうがいい』と言われたけど借金して建てた家だから」。７０代の元大工の男性は町外避

難中で、作業員向けに富岡町の自宅を貸している。３０年以上前、８部屋ある平屋を自らの手で建て、

家族との思い出も詰まっている。 

 帰還を望んでいたものの、長女に「年なんだから一人で住ませられない」と説得された。避難先に新

居を構えた昨秋、知人に「宿舎として貸さないか」と誘われた。年明けから１０人ほどの廃炉作業員が

住んでいる。【曽根田和久】 
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国は避難実態把握を 参院復興特別委 岩渕議員がただす 

 

しんぶん赤旗 2018 年 3 月 23 日(金) 

 

 日本共産党の岩渕友議員は２２日の参院東日本大震災復興特別委員会で、国

の一方的線引きによる避難指示解除にともなう住宅無償提供打ち切りなどを

厳しく批判し、国による実態把握と支援策の継続を強く要求しました。 

 岩渕氏は、「精神的苦痛は永久に残る」という避難者の声を紹介。昨年４月

１日までに４町村の帰還困難区域を除く避難指示が解除されたものの、２月１

日時点の帰還率は平均で５・９％に過ぎないのに、昨年３月には避難指示区域

外からの避難者への住宅無償提供が打ち切られたとして、復興庁は避難者数や

生活実態を正確に把握しているのかとただしました。 

 吉野正芳復興相は、実態把握は「重要だ」としながら、東京都と新潟、山形

両県の避難者実態調査への「生活資金に困っている」などの回答に触れただけ

でした。 

 避難指示区域外避難者について岩渕氏は、東京都の調査で住宅無償提供打ち切り後も約６７％が避難

を継続し、月収２０万円未満世帯が過半数を占めたと指摘。今月も京都、東京両地裁で損害賠償を命じ

る判決が相次いだとして、「原発事故加害者の国が避難実態をつかみ、生活と生業（なりわい）の再建に

責任を果たすのは当然だ」として、住宅無償提供再開を強く要求しました。 

 また、原子力規制委員会が２０日、避難区域が設定されている１２市町村以外の福島県内の放射線モ

ニタリングポストの撤去方針を決めたことへの不安が高まっており、事故も収束していないもとで「撤

去などとんでもない」と厳しく批判しました。 

 

  

参院復興特委で質問する日

本共産党の岩渕友議員＝22

日 
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社説［福島原発事故７年］将来の方向もっと議論を 

 

沖縄タイムス 2018 年 3 月 11 日 08:51 

 

 ２０１１年４月１２日朝、福島県飯舘村の男性が、自宅で首をつって自殺した。１０２歳だった。こ

の年になって自ら死を選んだのはなぜか。 

 男性は、村が避難区域になると知って、「やっぱりここにいたいべ」とつぶやいていたという。福島地

裁は今年の２月、原発事故と自殺の因果関係を認め、東京電力に賠償を命じる判決を下した。 

 東日本大震災と東電福島第１原発事故の発生からきょうで７年になる。 

 住み慣れた町を離れ、不自由な避難生活を続ける人は、全国で約７万３千人。原発事故に見舞われた

福島県では、今も５万人が県内外に避難する。 

 政府は被災地のインフラ整備や除染などのため巨額の予算を集中的に投じた。復興を急ぎ、古里を離

れた人びとを避難元に呼び戻す帰還政策に力を入れてきたのであるが、その試みが成功したとは言いが

たい。 

 第１原発が立地する双葉町や大熊町などは、帰還困難区域に指定され、今も立ち入りが制限されてい

る。政府や自治体は、区域内の一部地域を特定復興再生拠点として整備し、帰還を促す方針だが、復興

拠点からはずれる住民は、帰還の見通しが立たないままだ。 

 避難指示が解除された地域でも、帰還率は低い。放射線への不安や生活環境の不便、子どもたちが避

難先での生活になじんでいること、などの理由からだ。 

 「復興＝帰還」を急ぐ行政側と住民の間に考え方のずれが生じているのである。 

 

■    ■ 

 

 時がたてばたつほど明らかになってきたのは、福島第１原発事故の「理不尽さ」と「途方もなさ」で

ある。 

 除染、汚染水処理、廃炉、被災者への補償、風評被害対策など、いずれも長い時間と巨額の経費と膨

大な労力が必要なものばかりだ。 

 福島第１原発は１～３号機の計３基で炉心溶融（メルトダウン）が起きた。廃炉完了までに３０～４

０年かかると見込まれている。 

 溶け落ちた核燃料（デブリ）を取り出す作業は容易でない。遠隔カメラによって内部の調査を進めて

いるが、まだ内部の状態を正確につかんではいない。 

 帰還困難区域の除染費用は数千億円にのぼると試算されている。汚染水も増える一方である。地下水

の建屋流入を防ぐため東京電力は「凍土壁」を設けたが、その効果は限定的だ。 

 第１原発事故にまつわるデマや偏見も依然として収まる気配がない。 

 

■    ■ 

 

 これほどの過酷事故を引き起こしたにもかかわらず、政府や経済界は原発の再稼働だけでなく、新・
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増設にも意欲的である。 

 ドイツは２０２２年までの脱原発を決めた。イタリア、台湾、スイス、韓国なども、脱原発の方向性

を打ち出している。再生可能エネルギー（自然エネルギー）への転換は世界的な傾向だ。 

 野党４党は原発ゼロ基本法案を国会に提出した。この機会に原発論議を深めてもらいたい。 

 

東日本大震災の避難者数、実態と乖離か 静岡県も可能性 

 

静岡新聞 2018/3/11 07:52 

 

 東日本大震災から１１日で７年。復興庁によると、今も約７万３千

人が全国に避難しているとされる（２月１３日現在）。この避難者数に

ついて、同庁が毎月公表している数字と実態が乖離（かいり）してい

る可能性があることが分かった。避難者による住所変更や避難終了の

届け出が徹底されず、避難先自治体による実態把握が難しいことなど

が背景にある。同庁はこうした可能性を認め「都道府県はできるだけ

実態に近い数字を報告してほしい」と求めている。 

 静岡県によると、県内の避難者数は５日現在で７４８人。ピークは２０１１年８月の１４９４人で、

最近は横ばい傾向。約７割は福島県からの避難者だ。 

 同庁は、避難者が任意で登録する総務省の「全国避難者情報システム」などを基に都道府県が寄せる

データを集計し、毎月公表している。年々減る全国の避難者数は、復興の進捗（しんちょく）を国民が

うかがい知る目安にもなっている。ただ、全国避難者情報システムに登録している避難者から転居や避

難終了の申し出がない限り、その避難先自治体には数字だけが残り続ける。 

 国や全国の自治体は避難者に状況が変わった際の届け出の必要性を啓発しているが、避難先自治体が

積極的に一人一人の実態把握をするかどうかは避難者数の規模や考え方の違いがあり統一されていない。

７年の歳月が流れ、申し出がないケースが積み重なり本県でも実数との乖離が膨らんでいる恐れがある。 

 県防災・原子力学術会議委員の興直孝静岡大名誉教授は「避難者に寄り添い、必要な行政サービスを

提供することが何より不可欠。避難先だけでなく、避難元の行政の努力が必要だ」とし「少なくとも実

数とのギャップ分を明確にしておく必要がある」と指摘する。 

 

  

静岡県内の避難者数の推移（県公表）
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東日本大震災の九州の避難者１６６７人 前年比２０３人減 

 

西日本新聞 2018 年 03 月 11 日 06 時 00 分 

 

 東日本大震災で被災した岩手、宮城、福島３県などから

避難している人は２月１３日時点で７万３３４９人とな

り、前年同期から４万９８１９人減った。九州７県への避

難者数は１６６７人で、前年同期より２０３人減少。最多

だった２０１２年１２月に比べると３２％減った。被災地

で整備が進む災害公営住宅などへ戻る人が増えたためと

みられる。 

 復興庁によると、九州７県への避難者の内訳は福岡５８

０人▽佐賀１３４人▽長崎９１人▽熊本３２２人▽大分

１５４人▽宮崎２３９人▽鹿児島１４７人。この１年間で

最も減ったのは福岡県で１０４人の減少。九州７県の減少

人数計２０３人は、前年の計４９人の約４倍となった。 

 復興庁によると、災害公営住宅は岩手、宮城、福島の３県で約３万戸の計画戸数のうち９割以上が完

成。また、福島県から全国各地への自主避難者を対象にした同県の住宅無償提供が昨年３月に終わり、

有料化を機に古里に戻った人も。福島県によると、九州７県で無償提供を受けていたのは福岡県の３８

世帯など計８９世帯に上り、一部は福島に帰ったという。 

 復興庁の避難者統計は、避難者が自主的に現在の避難先を届ける総務省の「全国避難者情報システム」

への登録と、自治体の把握分などから算出。同庁によると、届け出ていない人の動きは把握できていな

いとしている。 
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東日本大震災から７年 避難生活、いまも７万３千人 

 

朝日新聞 2018 年 3 月 11 日 00 時 21 分 

 

 

さいたま市から慰霊のため訪れた女性（６１）は波打ち際にユリと菊の花束をそっと置き、手を合わせた。「つらい思いを

して亡くなられた方の冥福と、生きている方を見守ってくれるよう祈りを込めた」と話した＝１０日午後、仙台市若林区

の荒浜地区、戸村登撮影 

 

 ２万２千人以上が犠牲になった東日本大震災から、１１日

で７年になる。住居や道路、鉄路などまちの形は整備されつ

つあるが、人々の暮らしやコミュニティーの立て直しは道半

ば。東京電力福島第一原発事故の傷痕はなお深く、廃炉作業

は緒に就いたばかりだ。 

 復興庁によると、被災者のための宅地を造る「高台移転」

は９０％、災害公営住宅は９３％が完成した。国道や鉄道も

１００％近くが復旧、再開している。防潮堤は計画の９２％

で着工し、うち半分近くができあがった。今も約７万３千人

が避難生活を送っている。 

 ７年が経ち、インフラを中心にまちの姿が再興する一方、

人口の流出に歯止めがかからない。岩手、宮城、福島の３県

は震災前と比べて約２５万人減少。沿岸部を離れ、別の地で

生活を再建する被災者が増えている。観光目的の宿泊者数は東日本大震災による被災の状況 
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３県とも震災前の水準に及んでいない。 

 原発事故に遭った福島では、４町村で避難指示が一斉に解除され、間もなく１年になるが、帰還者は

少ない。農業産出額も回復していない。避難生活に伴う精神的苦痛に対して支払われてきた賠償は、避

難指示がおおむね解除されたとして、３月分で終了する。 
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社説 風評・風化を乗り越え復興確かに 

 

日本経済新聞 2018/3/11 付 

 

 東日本大震災から７年になる。東京電力福島第１原子力発電所の事故が起きた福島県ではなおも５万

人が避難を強いられ、故郷に戻った住民も農産物の販売不振など風評被害と闘っている。 

 岩手、宮城県などの津波被災地では住宅の再建がほぼ終わった。一方で、地域によって復旧の度合い

に差が生じ、教訓の風化も目立ち始めている。これらの現実にしっかりと向き合い、確かな復興につな

げたい。 

 

戻れぬ人へ支援強めよ 

 

 「やっと帰れると思ったら、６年以上空けていた家は雨漏りで傷みがひどく、帰宅を諦めた人もいる」。

福島第１原発の南約 10 キロにある富岡町で、語り部活動をしている仲山弘子さんは語る。 

 同町は昨年４月１日、一部を除いて避難指示が解除された。だが１万６千人の町民のうち戻ったのは

400 人ほど。役場や診療所などは再開したが、商店の大半はシャッターを閉ざしたままだ。 

 昨年春には富岡町のほか飯舘村、浪江町などでも避難指示が解かれた。しかし戻った住民は１割に届

かず「将来帰りたい」と考える避難者も半数に満たない。 

 避難期間が長引いた地域ほど、復旧は困難さを増している。住宅や商店を集約したコンパクトシティ

ーづくりを急ぎ、故郷に戻りたい人を後押しすべきだ。雇用を創り、元の住民以外の人たちを町に呼び

込む発想も要るだろう。 

 帰還して仕事を再開した住民は風評被害に直面している。福島県産のモモや肉用牛などの出荷価格は

震災前の水準にまだ戻らず、観光客の増加率も他県に比べて低い。除染で生じた汚染土が至る所に山積

みになっている状況では、風評を拭うのは容易ではない。 

 環境省は汚染土を保管する中間貯蔵施設の用地取得を急ぎ、仮置き場を一日でも早く解消すべきだ。

戻った住民の被曝（ひばく）線量を実測すると、事故直後の予測より低いこともわかってきた。なお残

る帰還困難区域についても、縮小を検討すべきときだ。 

 帰還を諦めた人への支援も欠かせない。官民でつくる福島相双復興推進機構の調べでは、中小事業者

の約２割は避難先で事業再開を目指している。同機構はこうした事業者を訪問し、資金調達などを助言

している。復興庁はこうした支援をもっと強めるべきだ。 

 福島の復興を進めるうえで大前提になるのが、第１原発の廃炉を着実に進めることだ。 

 事故で溶け落ちた核燃料の取り出し準備はこれから本格化する。カメラ付きロボットが溶融燃料をと

らえたが、ごく一部にすぎない。スケジュールありきではなく、安全第一に状況に応じて手順を見直す

柔軟さが要る。 

 汚染水を浄化した水をためたタンクは 630 基を超え、このままでは設置場所が不足する。浄化水に含

まれるのは放射能が低いトリチウムだけで、科学的には薄めて海に流せば問題ない。漁業者は風評被害

を恐れているが、国と東電は消費者にも説明を尽くし、放出に理解を得るべきだ。 

 原子炉建屋に流れ込む地下水を遮る凍土壁も、効果が限定的とみられ、いつまで使い続けるか検討が
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要る。345 億円もの建設費を投じた以上、簡単にはやめられないとの声もある。だが毎月十数億円の維

持費をかけ続ける価値があるのか、経済性を考慮して冷静に判断してほしい。 

 

復旧から復興へ道筋を 

 

 岩手、宮城県などの被災地では３万戸の災害公営住宅の建設や１万８千戸の高台での宅地整備が進み、

住宅の復旧は完了に近づいている。医療や介護、移動手段などをしっかりと確保すると同時に、被災者

以外にも居住を促し、街のにぎわいを取り戻したい。 

 新たな課題も浮上している。多くの地域で防災訓練や教訓を伝えるイベントに参加する住民が減り、

次の災害に備える意識の低下が指摘されている。震災を機に新しいまちづくりをめざすとした復興の理

念も、厳しい現実を前に色あせてきた。 

 政府は被災地を再生可能エネルギーや最先端のドローン、植物工場などの開発拠点とし、雇用を生み

出す構想を掲げた。福島第１原発の周辺も廃炉技術の研究開発拠点にする計画だ。だが公的な機関を除

くと進出企業がなかなか集まらず、正念場を迎えている。 

 被災地はもともと人口減少や高齢化が他の地域よりも早く進むとみられていた地域だ。震災を乗り越

えて持続可能なコミュニティーをどう築くか。復旧が一段落した地域では、地元自治体が主体的に復興

の将来像を考えるときだ。 
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東日本大震災７年 県内の避難者２４７９人 ／神奈川 

 

毎日新聞 2018 年 3 月 11 日 地方版 

 

 県によると、被災３県（岩手、宮城、福島）から神奈川への避難者数は、今年２月時点で計２４７９

人。内訳は福島が１９４１人で約８割を占め、宮城３９３人、岩手１４５人。 

 避難者数の統計に友人、知人宅を含めた２０１５年からの推移をみると、各年２月時点で２０１５年

４００２人▽１６年３５８４人▽１７年３３０９人。昨年から今年にかけて約８００人減り、近年の推

移の中では大幅な減少となった。【宇多川はるか】 
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大震災７年 依然７万３０００人が避難 

 

毎日新聞 2018 年 3 月 10 日 19 時 07 分(最終更新 3 月 11 日 02 時 30 分) 

 

 

東日本大震災の現状 



3.11 避難者 AMR 2018 年 3 月 27 日 

17 
 

 

 震災関連死を含め２万２０００人以上が犠牲になった東日本大震災は、１１日で発生から７年を迎え

た。津波や東京電力福島第１原発事故の被害などで、依然として約７万３０００人が全都道府県に散ら

ばって避難している。岩手、宮城、福島の３県では、高台移転による宅地造成や災害公営住宅（復興住

宅）の建設が進む一方、１万２０００人以上が今なおプレハブの仮設住宅で暮らしている。 

 警察庁の９日現在のまとめでは、死者は１万５８９５人、行方不明者は２５３９人。復興庁などによ

ると、関連死は２０１７年９月末現在、１０都県で３６４７人（前年比１２４人増）で、うち福島が２

２０２人（同１１６人増）を占める。 

 避難者数は２月現在で７万３３４９人。福島県の１１市町村に政府が出した避難指示は、第１原発が

立地する双葉、大熊両町を除く９市町村で解除が進み、避難指示区域の面積は当初の３割、約３７０平

方キロに縮小したが、４万９５２８人が避難したままだ。うち３万４０９５人が県外におり、避難先に

生活基盤が根付くなどで帰還も進まず、解除地域の居住率は１５％にとどまる。 

 

 

復興が進む街を見下ろす墓地で、長女（４）を抱く山下由理さん（２６）。津波で亡くなった義母の墓参りをした由理さん

は、実母も行方不明のまま。「娘を２人に会わせてあげたかった」＝宮城県石巻市で２０１８年３月１０日、猪飼健史撮影 

 

 双葉、大熊両町は今も全域避難が続き、政府は帰還困難区域に再び人が住めるよう除染などを集中実

施する「特定復興再生拠点区域」の整備を促進している。【藤井朋子、宮崎稔樹】 
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【栃木】 福島慕う心 変わらない 県内避難者の会が下野で交流続く 

 

東京新聞 2018 年 3 月 10 日 

 

 ２０１１年の東日本大震災や東京電力福島第一原

発事故で、福島県から栃木県内へ避難してきた人々が、

下野市で定期的に集い、交流を続けている。震災翌年

から集まり始めて６年。時の経過とともに栃木の話題

が増えてきたが、ふるさとを慕う心、互いの絆は変わ

らない。 （北浜修） 

 今月八日、市内のコミュニティセンターに四十人余

りが集まった。避難者でつくる「ふくしまあじさい会」

の月一回の定例会だ。 

 この日は、会の旅行で福島県内の観光施設を先月訪

れた際の写真をスクリーンに映して楽しんだ。カラオケに興じるメンバーがアップになると、笑い声や

拍手で大いに盛り上がった。その後、昼食もともにした。 

 同会は一二年六月に発足した。南相馬市から下野市に避難した佐々木正教さん（８１）が一一年六月、

地元ボランティア団体の協力を得て始めた避難者の交流会が母体となった。今は家族らと暮らす佐々木

さんは、会長を務める。 

 佐々木さんによると、会の存在は口コミなどで広がり、登録する会員は下野市を中心に栃木県内各地

に避難している九十五人。 

 このうち毎月第二木曜に開く定例会に集まる中心メンバーは四十五人ほど。年齢層は六十～七十代が

多いという。佐々木さんは「平日開催なので、仕事がある人は来られない」と話す。 

 会の発足から間もなく六年。避難者らが、思う存分福島弁で福島のことを話して盛り上がる集いから、

ゲームや旅行などの催しや企画などを通じて、交流する場へ変わりつつある。 

 双葉町から下野市に家族らと避難し、会の事務を担う志賀仁さん（６８）も、時間の経過とともに交

流の様子が少しずつ変化していることを感じている。「会の発足から一、二年は福島の話で盛り上がった

が、最近では身の回り（栃木県内）の話が多くなってきた」 

 佐々木さんは「（栃木県内に）就職したり、住まいを構えたりする人も出てきている」と避難者たちの

現状を説明する。 

 Ａ４判の紙一枚の会報には毎回「絆 きずな ふるさとへ」と書いてある。故郷を慕う心や絆は、い

つになっても、どこにいても変わらないという思いが込められている。 

 佐々木さん、志賀さんの二人は「会はこれからも続けていく」と力強く声をそろえた。 

 

◆県内避難者２９０１人 福島からが９７％ 

 

 県の二月末時点のまとめによると、岩手、宮城、福島、茨城の四県から計二千九百一人が栃木県内に

定例会で昼食をとる避難者たち＝下野市で 
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避難している。最も多いのは福島の二千八百五人で、約９７％を占めている。 

 避難者数は、最も多かった二〇一二年同期の三千百九十七人と比べ、約９％少ない。昨年同期比では

八人減で横ばいとなっている。 （北浜修） 

 

東日本大震災７年 県内避難者、９割福島県から ／埼玉 

 

毎日新聞 2018 年 3 月 10 日 地方版 

 

 県によると、東日本大震災による県内への避難者は２月１日現在で３６７１人。うち約９割にあたる

３３０６人が福島県からで、宮城県２１４人▽岩手県１０６人▽その他４５人。 

 ピーク時の５６５０人（２０１４年１２月時点）よりは減ったものの、復興庁の集計によると、今年

２月時点の県内避難者数は被災３県（岩手、宮城、福島）を除くと、東京都の５０３１人に次いで全国

２番目に多い。 

 避難先の自治体は県内６３市町村のうち５７市町に及び、加須市５２２人▽川口市３４２人▽さいた

ま市２８０人▽越谷市２４８人の順に多い。施設別の内訳は親戚・知人宅など１９０５人▽民間賃貸住

宅１４４５人▽公営住宅など２８８人▽病院・高齢者施設など３３人－－となっている。【鈴木拓也】 
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明日を探して 東日本大震災７年／３ 自主避難、母の葛藤 いわきから京都へ 夫と離れ

娘２人連れ 

 

毎日新聞 2018 年 3 月 9 日 東京朝刊 

 

 「ここで立派に子育てしている母親もたくさん

いるのに、なぜあなたにはできないの」 

 東京電力福島第１原発事故から逃れようと、小

学生の娘２人と福島県いわき市から京都市に「自

主避難」して６年。高木久美子さん（５１）は福

島を離れる決断をした際、義母から言われた言葉

が今も心から消えない。 

 １９９８年、仕事で地元・秋田に来ていた男性

と結婚し、夫の古里・いわき市にマイホームを建

てた。２０１１年３月、自宅から約５０キロ離れ

た原発で爆発事故が発生。神奈川県にいる弟を頼

って避難した。 

 留守宅が心配で、すぐ自宅に戻った。「何キロ

離れれば大丈夫なの」「安全だという国の説明は

信用できるのか」。誰も経験したことがない事故

への恐怖が広がり、情報が飛び交った。子どもに

は給食の代わりに、県外産の食材を使った手作り

弁当と牛乳を持たせ、体育で校庭を走る時はマス

クをさせた。 

 同じことをしている級友は数人だけで、友人の

母親から「危険をあおらないで」と非難された。

「成長期の子どものリスクを少しでも減らしたい」との親心は、復興に向けて「安心・安全」を打ち出

す地元の雰囲気になじめなくなっていた。 

 自宅は避難指示区域の外にあるが、１２年２月、夫に家族での避難を持ちかけた。「４０過ぎた男に引

っ越し先で仕事があるわけないだろ。汚染は大丈夫だ」。夫は反対した。「命を産んだ母親としての感覚

と、放射能の影響を理屈と数字で考える夫の溝は埋まらなかった」という。１カ月後、娘２人（当時１

２歳と１１歳）と家を出た。 

 避難先は縁もゆかりもない京都。自主避難者に住宅を無償提供していたことを知り、選んだ。築３０

年の市営住宅に入り、食器棚はプラスチック製の衣装ケース、たんすは段ボール箱で代用した。京都府

内で嘱託職員として働く中、娘がかけてくれた「私たちのためにありがとう」との言葉が支えになった。

放射能を気にせず、思い切り空気を吸えるありがたみも感じた。 

 避難から１年半後に離婚。京都の暮らしが５年目に入ったある日、一度も帰りたいと言わなかった次

女が「パパに会いたい」と泣き崩れた。慣れない土地での生活と離婚による心の痛手は、子どもに影を

２人の娘と福島にいたころの写真を懐かしそうに眺める高木

久美子さん（左）＝京都市伏見区で２０１８年３月１日、小松

雄介撮影 
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落としていた。「私の選択が家族を苦しめてしまった。パパごめんね」。２年ぶりの電話で元夫に泣きな

がら謝ると、やさしくいたわってくれた。「避難してよかったんだよ」。次女は徐々に元気を取り戻して

いった。 

 １３年９月、自主避難者らが国と東電を相手取った訴訟を京都地裁に起こすことを知り、原告に加わ

った。避難は正しかったのか－－。迷い続けた中で、一つだけは言える。「原発事故は一つのかけがえの

ない家族を壊した」ということだ。提訴から４年半。１５日に判決を迎える。【飼手勇介】＝つづく 

 

県外避難者３万 4095 人 福島県が発表 

 

福島民友 2018 年 03 月 08 日 09 時 16 分 

 

 

県外への避難状況（２月１３日現在） 

 

 福島県から県外への避難者数は３万４０９５人（２月１３日現在）で、前回調査（１月１６日時点）

から１０７人減った。県が発表した。 

 都道府県別の避難者数は、東京都が４０６７人で最だった。 

  復興庁による毎月の調査に基づき県が集計した。 
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福島県、避難者数「５万人超」 12 年５月から 10 万 8000 人減 

 

福島民友 2017 年 09 月 08 日 

 

 東日本大震災は１１日で発生から６年半。全国では

依然、約８万７０００人が避難生活を続け、このうち

本県の避難者は５万６０００人を超える（４日現在）。

一方、県内の道路や鉄道の復旧・整備は順調に進み、

東京電力福島第１原発事故による避難指示は今春に

４町村の居住制限区域などで解除された。しかし、避

難指示が出された地域の住民帰還は低調で、原発事故

が残した傷痕の深さを物語っている。 

 県災害対策本部によると、本県の避難者数は今月４

日現在、５万６０８２人に上る。内訳は県内への避難

者２万１１０６人、県外への避難者３万４９６３人、

避難先不明者が１３人。記録が残る中で最多だった２

０１２（平成２４）年５月の１６万４８６５人から約

１０万８０００人減ったが、震災発生から６年半が経

過する中、依然として５万人超の県民が避難生活を強

いられている。 

 県内市町村で原発事故の避難指示が一部解除され、復興公営住宅の整備や避難先で住宅を購入するな

どの動きがあり、避難者が仮設住宅や借り上げ住宅から転居したことなどで、避難者数が大幅に減少し

ているとみられる。 

 また、県内外の避難者数内訳は１２年５月時点から県外への避難者数が県内への避難者数を下回る形

で推移してきたが、今年２月時点で、初めて県外避難者数が県内避難者数を上回った。 

 １２年５月時点と今月４日現在の避難者数を比べると、県内は約８割の約８万１０００人減少したの

に対し、県外は４割超の約２万７０００人減にとどまる。 

 避難者のうち１８歳未満の子どもの数は４月１日現在１万８９１０人で、半年前の１６年１０月の調

査時より１５２０人減り、初めて２万人を下回った。県は、避難指示の解除や復興公営住宅の整備が進

み、子どもを連れて県内に戻った人が増えたとみている。 
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震災・原発事故から 6 年 データで見る福島の復興 

 

NHK 2017 年 3 月 31 日 16:15:11 

 

 東日本大震災と東京電力福島第一原発の事故から 6年。豊かな自然や家族のつながりとともにあった、

かつての暮らしが奪われたあの日から、福島の人たちは懸命に歩み続けてきました。復興は着実に進み

ましたが、今も課題は山積みとなったままです。「シリーズ・震災と原発事故から 6 年」として、福島の

人たちの今の姿を見つめながらこれからの復興に向けた道筋を探っていきます。 

放送では 2 月 27 日から、「はまなかあいづ Today」(NHK 総合・福島県域 月〜金 午後 6:10〜7:00)でお

伝えしました。 

 

1.津波被災地の復興は 

 

震災の津波で被災した福島県沿岸部の自治体での、住宅を高台に移転する集団移転事業は、原発事故の

避難指示が続いている区域を除き、624 区画のすべての工事が完了しました。一方、いわき市沿岸部で

進められている津波につかった地域をかさ上げするなどして宅地を整備する市の土地区画整理事業でこ

れまでに引き渡しが完了したのは、全体の 45.3%にとどまっています。 

 

 

津波被害の復興事業の進捗 単位：件 

 

また、平成 30 年度までにほぼ完了させることを目指す海岸の津波対策工事では、堤防のかさ上げや復旧

の進ちょくは計画の半分ほどにとどまっているほか、堤防の内側に整備する防災緑地や防災林で工事が

完了したのは、18 か所のうち 1 か所だけです。震災から 6 年がたっても、宅地の復旧や地域の防災対策

が完了していない現状で、被災した住民の暮らしの安定に向け、早急な整備が課題となっています。 



3.11 避難者 AMR 2018 年 3 月 27 日 

24 
 

 

 

 

2.避難者数 8 万人”隠れ避難者”も 

 

3 月 6 日の福島県の発表では、今も避難生活を送っている人は、およそ 8 万人にのぼっています。最も

多かった平成 24 年 5 月の 16 万 4865 人の半数以下に減りました。しかし、このうち 1 万 2381 人が今も

仮設住宅で避難生活を送っているほか、避難生活によるストレスなどで死亡した、いわゆる「災害関連

死」は 2131 人にのぼっています。 

 

 

避難者数 
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この福島県がまとめた避難中の住民の数には、避難指示が続いている浪江町、富岡町、大熊町、双葉町、

飯舘村の 5 つの町と村から県内に避難している住民、あわせて 2 万 4000 人以上が含まれていないことが

わかりました。 

福島県では仮設住宅などの仮の住まいを出て、災害公営住宅に入居したり、避難先で住宅を再建したり

した住民は「安定した住まいがある」として避難とみなさないためです。 

 

 

 

いわば「隠れ避難者」ともいえるこうした状況に、原発事故の避難に詳しい福島大学の天野和彦特任准

教授は、「避難者かどうかは、住居の種類ではなく暮らしを取り戻せているかを把握して判断すべきだ。

住まいが安定してもコミュニティーが失われ、深刻な悩みを抱えている人も多く、きめこまやかで息の

長い支援が必要だ」と述べ、支援を必要している住民の数や、原発事故の被害の過小評価につながりか

ねないと指摘しています。 

 

3.仮設から公営住宅へ 

 

仮設住宅では住民が減り、また災害公営住宅では生活環境が変わったため、いずれもコミュニティをど

う維持するかが大きな課題となっています。福島県では平成 28 年度に入って災害公営住宅の整備と住み

替えが進み、仮設住宅の入居率は 42%と震災後初めて 50%を下回りました。 
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仮設住宅 入居戸数の推移 単位：戸 

 

 

災害公営住宅 入居戸数の推移 単位：戸 

 

一方、被災した人が期限なく暮らすことができる災害公営住宅は、最終的に 7697 戸を目標に順次整備さ

れていますが、入居戸数は計画の 65%にとどまっています。仮設住宅では、住民が減って自治会が解散

に追い込まれたり、生活再建に踏み出しにくい高齢者が多く取り残されたりする一方、災害公営住宅で

は原発事故で避難した世帯は、ふるさとを遠く離れた地域であらたな人間関係づくりに直面し、いずれ

もコミュニティの維持が課題となっています。 
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4.避難区域人口 4 分の 1 に 

 

東京電力福島第一原子力発電所の事故で双葉郡の8つの町と村は、独自の判断で避難した広野町も含め、

一時すべての役場と住民が避難しました。住民の意向調査をもとに自治体が平成 28 年にまとめた将来人

口の推計や復興計画にある目標人口などをもとに平成 47 年までの双葉郡の人口の推移をまとめました。 

 

 

避難区域の帰還見込み 帰還見込みの多い場合を max、少ない場合を min と表記しています 

単位：人 ※2016.3 各町村人口ビジョンより（双葉町は 2030 年以降のデータがないため横ばいと見なして表記していま

す） 

 

人口流入がほとんどない厳しい想定で予測すると 20529 人、原発作業員の定住などを折り込んでも

30255 人までしか戻らない可能性があります。人口の減少は税収などの減少につながり、現在は国の支

援で維持されている医療や介護、インフラなどの行政サービスに深刻な影響を与える可能性があります。 
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5.避難指示解除も学校に子ども戻らず 

 

原発事故の影響で、小中学校を避難させた福島県内の 12 の市町村の教育委員会に、事故前後の児童・生

徒の数について聞いたところ、平成 29 年度、避難先ではなく、避難元の市町村立の小中学校に通う見込

みの子どもは、はじめて 1000 人を切りました。このうち、平成 29 年春に避難指示が解除される 4 つの

町村や地域（飯舘村、川俣町山木屋地区、富岡町、浪江町）は合わせて 188 人で、事故前の平成 22 年度

の人数のわずか 4.8%にとどまりました。 

 

 

平成 29 年春に避難指示解除の 4 つの町村・地域の児童・生徒数 単位：人 
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子どもの数が激減する見通しについて、各教育委員会は、避難の長期化に伴い、子どもや家庭の避難先

への定着が進んでいる影響とみています。避難指示が解除される地域で、地元の学校が再開するのはさ

らに 1 年以上先となることから、子どもの数はより減少することも懸念されます。 

 

6.避難解除の自治体 職員減少続く 

 

東京電力福島第一原発事故のあと、役場とともにすべての住民が避難し、この春、避難指示が解除され

る 3 つの自治体では正規職員の数が事故前より 1 割近く減少したままとなっていることが NHK の取材

でわかりました。 

 

 

富岡町・浪江町・飯舘村の正規職員の減少率 単位：％ 

 

避難指示が解除され、役場機能が元の庁舎に戻る自治体では、職員が、避難先からの転居や長時間の通

勤などを余儀なくされることに加え、復興の本格化で業務量が増加する負担から職員の離職が相次でい

るためとみられます。 
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自治体行政に詳しい、福島大学の今井照教授は、「復興業務の増加や役場の帰還による生活環境の変化な

どで 早期退職が増える一方、採用がうまくいっていない。今後は、復興を担う核となる正規職員を増

やすため国の支援も必要だ」と話しています。 

 

7.除染完了見込みも検証に課題 

 

原発事故のあと福島県内で行われてきた除染は、避難指示が出された県内の 11 の市町村では国が、避難

指示区域以外で年間の追加被ばく線量が 1ミリシーベルトを超えるとされた 36の市町村では各自治体が

それぞれ行っています。 
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これらの除染は、帰還困難区域を除いて、いずれも平成 28 年度内か平成 29 年度の早い時期に終わる見

込みです。国が行う除染では、効果が保たれているかどうかを確かめるために、作業の完了から半年後

に除染した場所の放射線量を測定しています。しかし、市町村が行う除染については、事後の測定を国

が義務づけておらず、対象の 36 市町村のうち半分に当たる 17 市町村で、全く実施されていないことが

分かりました。 
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市町村除染の事後モニタリング予定 

 

実施しないことについて、市町村の担当者は、地域の放射線量が低いので個別に測定する必要は無い、

測定することで住民の不安をあおる恐れがある、などの理由をあげています。被災地の復興に詳しい大

阪市立大学大学院の除本理史教授は「住民は放射線量が下がっているか知りたいと考えている。事後の

放射線量の測定などしっかりとした検証が必要だ」と指摘しています。 

 

8.中間貯蔵施設 用地確保に課題 

 

政府は福島第一原発が立地する双葉町と大熊町にまたがる約16平方キロメートルの土地に除染で出た土

などを保管する中間貯蔵施設を建設する計画で、原発事故から 5 年半あまりたった 2016 年 11 月によう

やく着工しました。しかし、これまでに用地が確保できたのは 2017 年 2 月末時点でおよそ 3.3 平方キロ

メートルと計画全体の 20％あまりにとどまっています。 
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用地確保率 単位：% 

 

また用地の一角に設けられた保管場に搬入されたのは、2017 年 3 月 1 日時点で全体で 1600 万から 2200

万立方メートルに達するとされる廃棄物全体のうち約 1％に当たる、およそ 21 万立方メートルにとどま

っています。 
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一方で、県内各地の仮置き場は、いまも 1100 か所あまりにのぼるほか、住宅の庭先や学校などに保管さ

れているか所も 2016 年 9 月末時点でおよそ 14 万 6000 か所に達しています。住民の生活圏での除染廃

棄物の保管が続くなか、施設の整備や搬入の加速化が課題となっています。 

 

9.観光の復興は 

 

福島県内の主な観光地などを訪れた人の数は、震災後、一時大きく落ち込んだ後徐々に回復し、平成 27

年には震災の前の年の 88%に当たるのべ約 5031 万人まで回復しています。一方、平成 28 年 1 年間の県

内の宿泊施設の利用者数は、速報値で前年から 10.3%と大きく減少し、震災後、最も少なくなりました。 

 

 
単位：万人 
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宿泊者数の推移 単位：万人 

 

国や県では、一時、急増した復興関連の仕事での宿泊が減少した影響ではないかと分析しています。福

島県観光交流課は、「宿泊施設でのビジネス需要は確実に減っていくと見込まれる。国内外への情報発信

を強化して観光産業の復興と発展に努めたい」と話しています。 

 

10.企業の補助金依存続く 

 

平成 24 年から平成 28 年までの 5 年間に、県に届け出があった、敷地面積が 1000 平方メートル以上の

工場の新設や増設は 401 件でした。このうち、震災と原発事故をきっかけに設けられた、製造業の生産

拡大などを図る「企業立地補助金」を利用したのは 274 件と全体の 68.3%を占めていて、県内での企業

の動向が補助金制度に依存せざるをえない状況となっています。 
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企業立地と補助金利用 単位：件 

 

県は、「補助金を活用した設備投資が一段落したとみられるが、原発事故があった厳しい現状のなかで企

業活動を後押しするには補助金を活用せざるを得ない。制度の継続と財源の確保を引き続き国に働きか

けていきたい」としています。 

 

11.漁業の復興は 

 

福島県は、原発事故のあと、県沖の魚介類の放射性物質検査を続けています。平成 28 年 1 月からの 1 年

間で 8502 検体を検査し、食品 1 キロ当たり 100 ベクレルという国の基準値を初めて年間を通じてすべ

て下回りました。 
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福島県沿岸での試験的な漁の対象は 97 種類まで拡大し、去年の水揚げ量は 2000 トンあまりまで増えま

したが、事故前のわずか 8%にとどまっています。 

 

 

試験操業の水揚げ量 単位：トン 

 

福島県沖の漁業では、事故で中断された漁港の魚市場での競りの再開など元の形に戻していこうという

動きがみられますが、風評の払拭や、福島第一原発の敷地内に保管されたままの大量の汚染水の処理な

ど課題も残されています。 

 


